（様式２-１）
生涯現役支援事業　企画提案書
1　提案者の概要
	事業者名
	

	代表者職氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	現在の事業内容 
	

	公正採用選考人権啓発推進員の設置
	　有　・　無
· 有の場合、公共職業安定所に報告した「公正採用選考人権啓発推進員選任状況報告書」の写しを添付


２　業務実施体制
　　業務遂行上の指揮・命令体制や責任体制、従事予定者の資格、業務実績、県との連携・情報共有の体制等を記載してください。
３　業務の提案内容
（１）事業の実施方針、事業目標
事業の実施方針、実施事業者としての目標を具体的に記載してください。
（２）参加者募集
　　　参加者募集の方法等を具体的に記載してください。

（４）実施内容
出張相談の実施方法及びセミナーのカリキュラム等を具体的に記載してください。
（５）付加提案

　　　付加提案の内容等を具体的に記載してください。
４　中高年齢者の就労支援の実績
（１）過去の中高年齢者の就労支援に関わった実績〔契約の相手方、業務名、事業概要（契約期間、成果等）〕を記載してください。
（２）また、その経験を本事業にどのように活かすかを記載してください。
５　経費
　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む）
（１）提案金額は、委託期間中の本業務に係る費用の見込み額とします。
なお、正式な見積書は委託候補者の選定後に改めて提出していただきます。
（２）積算は、経費内訳書（様式２-２）のとおり作成してください。事業に要する経費は「生涯現役支援事業委託業務仕様書」の「７ 対象経費の積算」を参照してください。

（３）消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を経費内訳書に記載してください。
